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 「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」の施行により、毎年度、健全化判断比率及

び資金不足比率を監査委員の審査に付した上で、議会に報告するとともに、公表することが

義務付けられています。  

 各地方公共団体は、健全化判断比率により、財政状況が「健全段階」「早期健全化段階」「財

政再生段階」の３つの段階に区分され、早期健全化基準や財政再生基準を上回った場合には、

それぞれのスキームに従って財政健全化を図ることとなります。 

 加東市は以下に示しますように、平成２９年度決算に基づく健全化判断比率の４比率は、

いずれも「健全段階」にあり、各公営企業につきましても資金不足を生じていないため、資

金不足比率は該当しない団体となっています。 

１ 健全化判断比率  

  平成２９年度決算に基づき健全化判断比率を算定したところ、下表のとおり、いずれの

指標についても早期健全化基準を下回りました。 

区 分 平成２９年度決算 早期健全化基準 財政再生基準 

実質赤字比率 
― 

（△３.３５％） 
１３.０５％ ２０.００％ 

連結実質赤字比率 
― 

（△３３.６２％）
１８.０５％ ３０.００％ 

実質公債費比率 ４.７ ２５.０％ ３５.０％ 

将来負担比率 
― 

（△８５.８％） 
３５０.０％  

  ※ 実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、実質収支及び連結実質収支ともに

赤字が発生していないため算定されず、比率を「―」と表記しています。（ ）内の数

値は参考比率で、△は黒字を意味します。 

また、将来負担比率は、将来負担額よりもそれらに充当できる財源が上回っている

ため算定されず、比率を「―」と表記しています。（ ）内の数値は参考比率です。 



 (1) 実質赤字比率 【算定されない（参考比率 △３.３５％）】 

   一般会計等を対象とした実質赤字額の、標準財政規模（人口、面積等から算定する当

該団体の標準的な一般財源の規模）に対する比率であり、これが生じた場合には赤字の

早期解消を図る必要があります。 

  実質赤字比率＝                  ×100＝「―」（△3.35％） 

  ※ 実質赤字が生じていないので、比率を「―」で表記しています。 

    （ ）内の数値は参考額または参考比率で、△は黒字を意味します。 

 (2) 連結実質赤字比率 【算定されない（参考比率 △３３.６２％）】 

   公営企業会計を含む全会計を対象とした実質赤字額（または資金不足額）の、標準財

政規模に対する比率であり、これが生じた場合には問題のある赤字会計が存在すること

となり、赤字の早期解消を図る必要があります。 

  連結実質赤字比率＝                  ×100＝「―」（△33.62％） 

  ※ 連結実質赤字が生じていないので、比率を「―」で表記しています。 

    （ ）内の数値は参考額または参考比率で、△は黒字を意味します。 

 (3) 実質公債費比率【４.７％】 

   一般会計等が負担する元利償還金などの、標準財政規模に対する比率であり、１８％

以上になると起債の許可が必要となり、２５％以上になると一部の起債発行が制限され

ます。 

  実質公債費比率＝                         ×100＝4.7％ 

  （3 か年平均） 
④元利償還金・準元利償還金に

係る基準財政需要額算入額 

一般会計等の実質赤字額 なし 

(△405,898 千円) 

標準財政規模 12,087,437 千円 

連結実質赤字額 なし 

(△4,064,058 千円) 

標準財政規模 12,087,437 千円 

①地方債の元利償還金 

＋②準元利償還金 

③特定財源＋④元利償還 

－ 金・準元利償還金に係る 

  基準財政需要額算入額 

⑤標準財政規模－ 



（単位：千円） 

項  目 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

①地方債の元利償還金 1,755,327 1,765,046 1,921,725

②準元利償還金 1,298,362 1,220,595 1,198,528

③特定財源 237,129 228,529 262,429

④元利償還金・準元利償還金に係る

基準財政需要額算入額 
2,287,986 2,311,528 2,474,625

合計 ①＋②－(③＋④)【分子】 528,574 445,584 383,199

⑤標準財政規模 11,919,873 11,926,454 12,087,437

合計 ⑤－④【分母】 9,631,887 9,614,926 9,612,812

実質公債費比率（単年度） ５.４％ ４.６％ ３.９％

実質公債費比率（３か年平均） ４.７％ 

 (4) 将来負担比率【算定されない （参考比率△８５.８％）】 

   一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の、標準財政規模に対する比率であり、こ

れらの負債が将来財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示すストック指標です。この

比率が高い場合、将来これらの負担額を実際に支払う必要があることから、今後の財政

運営が圧迫されるなどの問題が生じます。 

  将来負担比率＝                      ×100＝「―」（△85.8％） 

  ※ 将来負担額よりもそれらに充当できる財源が上回っているため、比率を「―」で表

記しています。 

    （ ）内の数値は参考比率です。 

⑥元利償還金・準元利償還金 

に係る基準財政需要額算入額 

①将来負担額－ 

②充当可能基金額＋③特定財 

源見込額＋④地方債現在高等 

に係る基準財政需要額算入見 

込額

⑤標準財政規模－ 



（単位：千円） 

項  目 算定値 

① 将来負担額 33,323,238

 一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高 21,873,499

 債務負担行為に基づく支出予定額 0

 一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等 

からの繰入見込額 
9,720,648

 組合等の地方債の元金償還に充てる負担等見込額 944,990

 退職手当支給予定額のうち、一般会計等の負担見込額 784,101

 設立法人の負債の額等に係る一般会計等の負担見込額 0

 連結実質赤字額 0

 組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額 0

② 充当可能基金額 12,326,441

③ 特定財源見込額 1,889,023

④ 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 27,359,571

合 計 ①－（②＋③＋④）【分子】 △8,251,797

⑤ 標準財政規模 12,087,437

⑥ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 2,474,625

合 計 ⑤－⑥【分母】 9,612,812

将来負担比率 △85.8％

【早期健全化基準の判定】 

  健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率）

のいずれかが早期健全化基準以上の場合は、「早期健全化段階」となり、財政健全化計画を

定めなければなりません。財政健全化計画は、議会の議決を経て、速やかに公表するとと

もに、県知事へ報告することになります。 

【財政再生基準の判定】 

  再生判断比率（健全化判断比率の内の将来負担比率を除いた３つの指標）のいずれかが

財政再生基準以上の場合には、「財政再生段階」となり、財政再生計画を定めなければなり

ません。財政再生計画は、議会の議決を経て、速やかに公表します。また、総務大臣に協

議し、その同意を求めることができます。 

  なお、財政再生計画に総務大臣の同意を得ている場合でなければ、災害復旧事業等を除

き、地方債の借入ができません。  



２ 公営企業の資金不足比率  

  各公営企業における資金不足比率については、平成２９年度決算において資金不足を生

じた公営企業はないため、該当ありません。 

会計の名称 平成２９年度決算 経営健全化基準 

病院事業会計 ―（△ ２７.１％） ２０.０％ 

水道事業会計 ―（△２６６.９％） ２０.０％ 

下水道事業会計 ―（△ １４.７％） ２０.０％ 

 ※ 資金不足が生じていないので、比率を「―」で表記しています。 

  （ ）内の数値は参考比率で、△は黒字を意味します。 

 (1) 資金不足比率 

   資金不足比率は、公営企業ごとの資金不足額の、事業の規模に対する比率であり、経

営健全化基準（20％）以上となった場合には、経営健全化計画を定めなければなりませ

ん。 

① 病院事業会計【算定されない（参考比率 △ 27.1％）】 

   資金不足比率＝                  ×100＝「―」（△27.1％） 

② 水道事業会計【算定されない（参考比率 △266.9％）】 

   資金不足比率＝                    ×100＝「―」（△266.9％） 

③ 下水道事業会計【算定されない（参考比率 △14.7％）】 

   資金不足比率＝                  ×100＝「―」（△14.7％） 

  ※ ①②③とも資金不足が生じていないので、比率を「―」で表記しています。 

    （ ）内の数値は参考額及び参考比率で、△は黒字を意味します。 

【経営健全化基準の判定】 

  資金不足比率が経営健全化基準以上の場合は、「経営健全化段階」となり、経営健全化計

画を定めなければなりません。経営健全化計画は、議会の議決を経て、速やかに公表する

とともに、県知事へ報告することになります。 

資金の不足額 なし(△477,782 千円)

事業の規模 1,762,121 千円

資金の不足額 なし(△2,928,615 千円) 

事業の規模 1,097,403 千円

資金の不足額 なし(△124,555 千円)

事業の規模 849,529 千円



【 用 語 解 説 】 

１ 健全化判断比率関連 

実

質

赤

字

比

率

【一般会計等の実質赤字額】 一般会計等に相当する会計における実質赤字

（繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越額））の

額 

【一般会計等】 市町村の一般会計及び特別会計のうち、地方財

政統計で用いられている普通会計とほぼ同様の

範囲 

【繰上充用額】 歳入不足のため、翌年度歳入を繰り上げて充用

した額 

【支払繰延額】 実質上歳入不足のため、支払を翌年度に繰り延

べた額 

【事業繰越額】 実質上歳入不足のため、事業を繰り越した額 

【標準財政規模】 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的

一般財源の規模を示すもの。標準税収入額等に

普通交付税を加算した額。なお、臨時財政対策

債（地方一般財源の不足に対処するため、投資

的経費以外の経費にも充てられる地方財政法第

５条の特例として発行される地方債）の発行可

能額についても含まれている 

連

結

実

質

赤

字

比

率

【連結実質赤字額】 一般会計及び公営企業（法適用企業・非適用企

業）以外の特別会計のうち、実質赤字を生じた

会計の実質赤字の合計額と公営企業の特別会計

のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不

足額の合計額が、一般会計及び公営企業以外の

特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質

黒字の合計額と公営企業の特別会計のうち、資

金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計

額を超える場合の当該超える額 

実

質

公

債

費

比

率

【元利償還金】 借入金の返済額で、元金と利子をあわせたもの

【準元利償還金】 地方債の元利償還金に準ずる下記ア～オまでの

合計額 

 【ア】満期一括償還地方債について、償還期間

を30年とする元金均等年賦償還とした場合にお

ける 1 年当たりの元金償還金相当額 

 【イ】一般会計等から一般会計等以外の特別会

計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源

に充てたと認められるもの 

 【ウ】当該団体が加入する組合等への負担金・

補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還

の財源に充てたと認められるもの 

 【エ】債務負担行為に基づく支出のうち公債費

に準ずるもの 

 【オ】一時借入金の利子 



【特定財源】 地方債の元利償還金等の財源に充当した特定の

歳入（公営住宅使用料・都市計画税等） 

【元利償還金・準元利償還金に

係る基準財政需要額算入額】 

地方債の償還等に要する経費として、普通交付

税の算定に用いる基準財政需要額に算入された

額 

将

来

負

担

比

率

【将来負担額】 将来負担が見込まれる下記ア～クまでの合計額

 【ア】一般会計等の当該年度の前年度末におけ

る地方債現在高 

 【イ】債務負担行為に基づく支出予定額（地方

財政法第５条各号の経費に係るもの） 

 【ウ】一般会計等以外の会計の地方債の元金償

還に充てる一般会計等からの繰入見込額 

 【エ】当該団体が加入する組合等の地方債の元

金償還に充てる当該団体からの負担等見込額 

 【オ】退職手当支給予定額（全職員に対する期

末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額

 【カ】地方公共団体が設立した一定の法人の負

債の額、その者のために債務を負担している場

合の当該債務の額のうち、当該法人等の財務・

経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額 

 【キ】連結実質赤字額 

 【ク】当該団体が加入する組合等の連結実質赤

字額相当額のうち一般会計等の負担見込額 

【充当可能基金額】 地方債の償還額等に充当可能な地方自治法第

241 条の基金 

【特定財源見込額】 地方債の償還額等に充当可能な特定の歳入の見

込額（公営住宅使用料・都市計画税等） 

【基準財政需要額算入見込額】 地方債の償還等に要する経費として、普通交付

税の算定に用いる基準財政需要額に算入される

ことが見込まれる額 

２ 資金不足比率関連 

【資金の不足額】 ［法適用企業］ 

（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に

充てるために起こした地方債の現在高 －流動

資産）－ 解消可能資金不足額 

【解消可能資金不足額】 事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に

資金の不足額が生じる等の事情がある場合にお

いて、資金の不足額から控除する一定の額 

【事業の規模】 ［法適用企業］ 

営業収益の額 － 受託工事収益の額 


